
教育施設整備に積極型予算

　
一
般
会
計
予
算
は
、
前
年
度
よ
り
10
億
５
４
８
８
万
円
、

10
・
５
％
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
の
主
な
も
の
で
あ
る
町
税
は
、
前
年
度
よ
り
１
・
４
％

減
の
51
億
１
６
６
８
万
円
で
全
体
の
半
分
を
下
回
り
ま
し
た
。

　
国
か
ら
財
源
調
整
で
配
分
さ
れ
る
地
方
交
付
税
は
、
前
年
度

よ
り
４
・
２
％
の
減
。
国
庫
支
出
金
は
12
・
６
％
の
増
。
こ
れ

は
小
・
中
学
校
施
設
の
増
改
築
に
伴
い
、
公
立
学
校
施
設
整
備

費
負
担
金
な
ど
が
増
額
し
た
こ
と
が
主
な
も
の
で
す
。
県
支
出

金
は
20
・
５
％
の
増
で
、
大
池
整
備
の
補
助
金
が
主
な
も
の
で

す
。

　
町
債
は
、
教
育
施
設
の
増
改
築
に
よ
り
１
・
０
％
の
増
と
な

り
ま
し
た
。

　
歳
出
に
見
合
う
財
源
を
補
う
た
め
、
財
政
調
整
基
金
（
貯

金
）
な
ど
か
ら
16
億
８
９
１
６
万
円
（
前
年
度
比
71
・
８
％

増
）
を
繰
り
入
れ
て
の
編
成
と
な
り
ま
し
た
。

10.5%

20.7%

▲2.8%

▲6.6%

▲0.8%

4.9%

7.6%

▲25.5%

6.8％

110億7009万円

44億2270万円

10億5178万円

11億8597万円

20億5372万円

3億4258万円 

90億5677万円

10億1747万円

211億4434万円

対前年度比予算額区　分　　

一　般　会　計　　

水 道 事 業 会 計 　

総　　　額　　

特
別
会
計

平成27年度当初予算額

一般会計110億7009万円　総額211億4434万円
歳　入歳　出

※各項目で１万円未満を切り捨てているため、
　合計が合わない場合があります。
　▲はマイナス

グラフの見方

上段：科目、総額に占める割合

中段：予算額

下段：対前年度増減

校
舎
を
増
改
築

播
小

南
小

　
歳
出
の
主
な
も
の
は
、
福
祉
な
ど
民
生
費
が
約
３
分
の
１
を

占
め
ま
し
た

　
教
育
費
で
は
町
民
プ
ー
ル
跡
地
整
備
や
播
小
北
校
舎
の
大
規

模
改
造
、
南
小
校
舎
増
築
な
ど
の
建
設
費
が
増
額
し
た
た
め
、

歳
出
の
約
５
分
の
１
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
総
務
費
で
は
、
社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
の
導
入
に
伴
う
電

算
シ
ス
テ
ム
な
ど
の
改
修
や
、
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
交
付
開
始

に
か
か
る
費
用
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
土
木
費
で
は
、
町
道
浜
幹
線
道
路
が
整
備
完
了
し
た
た
め
、

減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
衛
生
費
で
は
、
２
市
２
町
に
よ
る
、
広
域
ご
み
処
理
事
業
に

か
か
る
費
用
を
新
た
に
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
借
入
金
返
済
の
た
め
の
公
債
費
は
、
平
成
26
年
度
に
、
播
磨

ふ
れ
あ
い
の
家
な
ど
の
建
設
事
業
債
が
完
済
し
た
た
め
18
・
１

％
減
少
し
て
い
ま
す
。

やよいちゃんいせきくん

国民健康保険事業

財産区

下水道事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

特別会計の計

討

　論

●
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計

　
介
護
保
険
料
が
引
き
上
げ
ら
れ
、
住
民
は
負
担
増
と
介
護
を

受
け
る
こ
と
が
困
難
と
な
り
、
消
費
税
増
税
や
年
金
の
削
減
な

ど
く
ら
し
は
苦
し
く
な
る
。

　
介
護
予
防
を
目
的
と
す
る
楽
々
ク
ラ
ブ
の
実
施
個
所
を
４
個

所
か
ら
５
個
所
に
し
、
参
加
者
数
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
。
さ

ら
な
る
介
護
予
防
へ
の
取
り
組
み
を
期
待
す
る
。

●
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
特
別
会
計

　
75
歳
以
上
の
人
口
増
と
医
療
費
の
増
に
よ
っ
て
、
保
険
料
が

引
き
上
げ
ら
れ
る
仕
組
み
の
制
度
は
廃
止
し
、
従
前
の
老
人
医

療
保
険
制
度
へ
戻
す
べ
き
だ
。

■
反
対
討
論

■
反
対
討
論

■
賛
成
討
論

自
主
財
源
66.0
％

依
存
財
源
34.0
％

町税　46,2%
51億1668万円
（▲7365万円）

繰入金（貯金取崩）　15.2%
16億8916万円
（7億612万円）

その他（自主財源）　4.5%
4億9766万円（▲1440万円）

国庫支出金　10.5%
11億6809万円
（1億3055万円）

地方交付税　5.3%
5億9300万円
（▲2600万円）

県支出金　6.6%
7億3775万円
（1億2542万円）

町債（借金）　5.0%
5億5560万円
（550万円）

地方消費税交付金　4.6%
5億1100万円
（1億8400万円）

その他（依存財源）　1.8%
　　　　　2億113万円
　　　　　　（1734万円）

一般会計

入るお金
110億7009万円
（10億5488万円）

民生費（福祉など）
32.5%
36億50万円
（2億9313万円）

土木費　10.8%
11億9732万円
（▲8176万円）

総務費　12.1%
13億3699万円
（1602万円）

教育費　19.8%
21億9444万円
（9億4885万円）

衛生費（予防接種、ごみ処理など）　9.3%
10億2310万円
（4816万円）

公債費（借入金返済）　7.2%
7億9247万円

（▲1億7518万円）

その他　3.8%
4億2507万円
（▲918万円）

消防費　4.5%
5億17万円
（1483万円）

一般会計

使うお金
110億7009万円
（10億5488万円）
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